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　高度経済成長期から右肩上がりの
時代を過ごした世代にとっては、モノ

（財）を所有し、それを使うことが豊か
さの象徴でした。企業はマスを相手に
最大公約数的商品を作り、それが全家
庭に普及し、皆が「一億総中流」という
意識を持っていました。「購入・所有」
することに価値を置いた従来の価値観
は、社会背景や消費者の意識とともに
大きく変わってきています。

　平均寿命も長くなり、定年退職後の
20〜30年間は、1年365連休が続きま
す。週休二日制や祝日の増加によって
年間の休日も増えています。勤労者の
労働時間も昔に比べれば短くなり、自
由になる可処分時間が増えてきました。
　限られた時間をより豊かに有意義
に過ごしたいという気持ちが重視さ
れ、消費者の求める価値が進化し多様
化し、「時間消費」の価値がより高まっ
てきたのではないでしょうか。
　報告書では、「時間消費」を5つの類
型に分類しましたが、その中でも、今
後は「時間共有型消費」と「時間拡大型
消費」の動向が、より顕著になってい
くと思います。

　「時間共有型消費」は、購入や所有よ
り、使用することに価値を置いた考え
方です。高価な財であっても、複数で共
有すれば利用が可能になります。例え
ば、カーシェアリングやルームシェア
リングをすれば、所有することによる
手間も時間も省け、その上、安上がりで
す。個人向けのリースやレンタル市場
の拡大はその表れと言えるでしょう。
　「時間拡大型消費」は、商品の現時点
の姿だけでなく、その過去から未来に
わたって、原料や素材、出自や来歴、使
用後の処分・廃棄から再生産まで、幅広
く評価して購入する消費動向です。こ
の根底にあるのは地球環境への意識の
高まりではないかと思います。企業は、
生産から廃棄までを配慮する必要が生
じるでしょう。
　消費社会が変化しているように、
企業側も、100円パーキングや10分
1000円の理容室、10分500円のマッ
サージ店など、これまでは考えられな
かった時間を切り売りする業態を誕
生させています。このように、「時間
消費」の視点で、商品開発やサービス、
広告・マーケティングを見直してみる
と、企業経営の新しいヒントが得られ
るかもしれません。
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　2007年度の消費活性化委員会では、
経済学的見地から、「国民の不安払拭」
が大事であるとし、提言「消費活性化
が経済成長を促す」をまとめました。
2008年度の消費問題委員会では、「時
間」を切り口とし、社会学的見地から

「時間消費」の価値とその変化に焦点を
当てました。
　デフレと言われながらも、最近10
年間の家計最終消費支出の金額は、わ
ずかながら103.2％と増えています。
しかし、その支出の内訳を見ると、消
費の対象となる商品の変化が起きて
いることが分かります。財とサービ
スに分類すると、財に対する消費は
94.3％に減っている一方で、サービス
は110.9％と二桁の伸びを示してい
ます。この数字から、消費社会に構造
的な変化が起きて、モノ離れが顕在化
し、消費のサービス化が進行している
ことが読み取れます。
　その要因として、バブル崩壊後の景
気低迷や少子高齢化、人口減少などの
社会的背景が挙げられますが、もっと
別な、国民の持つ意識や価値観の次元
で、変化が起きているのではないかと
考えました。

消費社会の構造的な変化に伴い
価値観は、「購入・所有」から「使用」へ
モノ離れが顕在化し
消費のサービス化が進行

限られた時間が持つ価値
──「時間消費」の価値が
より重要に
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